
（▲は前年度対比減）

歳 入 57,107 0.3

後期高齢者医療

差 引 1,426 9.9

歳 入 491,126 5.2

介 護 保 険 歳 出 472,472 4.6

差 引 18,654 22.6

歳 入 42,539 ▲6.9

農業集落排水事業

差 引 3,729 18.3

差 引 5,306 50.8

歳 入 1,718,113 1.1

合　　　　　　計 歳 出 1,572,243 ▲0.7

差 引 145,870 26.3

【公営企業（上水道事業）】

平成21年度　特別会計の決算

会　　　計 区　分 決　算　額
（千円）

○年間汚水量
○整備面積
○整備区域内水洗化率
○下水道工事請負費
○公債費

○平成25年度末　被保険者数 771

　後期高齢者医療制度により、市町村で行う事務である保険料の徴収や医療費申請の受
付、保険証の引渡し事務を行いました。

○後期高齢者医療広域連合納付金 53,530千円

歳 出 55,681

差 引 116,755

▲2.2
○国保加入状況 世帯数（年間平均）

被保険者数（年間平均）

前年度対比
(%)

主　　な　　内　　容

歳 入 944,572 0.6
　国民健康保険に加入されている皆さんが病気やケガをしたときに、経済的負担を軽減
し、安心して医療を受けられることを目的とした制度です。

○年間汚水量
○整備面積
○処理区域内水洗化率

1,322世帯
2,315人

○保険給付状況 療養給付費
療養費
高額療養費

405,639千円
6,458千円

47,123千円
26.5

0.1

　介護保険料の賦課・徴収、介護認定調査、介護サービスなどの給付、介護予防事業等
を行いました。

▲4.5

　町内各処理場、管路などの修繕、維持管理を行いました。
　主に公共ますの取出工事及び本管延長工事、マンホール補修工事等を行いました。

227,351㎥
99.5ha
97.9%

公共下水道事業

歳 入 182,769

歳 出 38,810

▲5.5

　昭和63年に木曽川右岸流域下水道事業として、流域関連公共下水道全体計画を立案
し、その後幾度かの計画見直し及び認可変更を経て、現在、全体計画面積434.6ha、
認可区域面積289.4haとして事業の進ちょくに努めています。
　主に大針地区農業集落排水周辺区域の管渠布設工事を実施しました。

738,834㎥
252.0ha
95.4％

17,500千円
88,581千円

収　　益　　的　　収　　支 195,567 189,645 　水道施設の整備・管理運営を行うための会計です。独立採算制を原則として事業会計
のみで収支を行う企業会計方式を採用しています。
　資本的収支の丌足額は、留保資金などで補てんしました。資　　本　　的　　収　　支 1,436 10,093

歳 出 177,463

○平成25年度末　第1号被保険者数
○平成25年度末　要介護（要支援）認定者数
○介護給付費

1,797人
294人

430,869千円

▲8.8

収　　　　　　支 収　入（千円） 支　出（千円） 主　　な　　内　　容

国 民 健 康 保 険 歳 出 827,817

特別会計と公営企業（上水道事業）会計の決算 
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町債残高 過去５年間の推移 基金残高 過去５年間の推移 

役場 総務課 企画係  ２６－７１１１（内線３２４） 

単位：100万円 単位：100万円 
まちの預金 は・・・ ２３億５千７百万円 

 （５年前との比較：３億３千百万円増 ） 

まちの借金 は・・・ ３６億７百万円 

 （５年前との比較：３億２千７百万円増減） 

     ※町債の８割程度は地方交付税で補てんされます 

○財政調整基金 

    一般会計の財源不足を補うなど年度間の財源を調整するために積立てたもの 

○目的基金  

   一般会計で行う特定の目的をもった建設事業などに充てるために積立てたもの 

○特別会計・公営企業会計 

○一般会計（臨時財政対策債など） 

   翌年以降に地方交付税交付として全額または一部が補てんされるもの 

○一般会計（一般単独債） 

   町が国・県などの補助を受けずに単独で行った建設事業債など 

○公営企業会計（下水道事業債など） 

  公営企業会計（上下水道）が借入れたもので、下水道債の一部は地方交付税交付

として補てんされます 

預金・借金の推移 


